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はじめに

韓国は1960年代後半以降、第二次大戦後の発

展途上国のなかで初めて工業化に成功し、わず

か30年余りの短い期間のうちに、先進国の仲間

入りをも果たすにいたった。この驚異的な経済

発展はどのようにして成し遂げられたのだろう

か。韓国の経済発展に関しては様々な見解があ

るが、この問題を考えるうえで注目すべきは、

韓国では労働力を除く工業化の基盤 資本、

技術、市場 の多くを海外に求めるという世

界史的にも異例のパターンをとったことである

（平川1994、15頁、 2001、4-5頁）。このような

新しい型の発展を可能にしたのは、一方では世

界経済・憔界市場の変化であり、他方ではこの

機会を受容しえた韓国の学習能力であった。

ただし、韓国が学習過程を通じて先進諸国に

追いつき、それらと同じ産業を持つようになっ
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たとしても、両者の間には依然として保有する

技術能力に本質的な差異があるとも見なされて

きた。例えば、「後発工業化」の視点から韓国

の工業化を「借入技術」 (borrowedtechnology) 

の学習として類型化した A.H．アムスデンによ

ると、韓国では産業発展が達成されながらも、

先進諸国のような開発能力に基づく技術革新

(innovation) を発展の推進力とする段階には達

しなかったという（アムスデン2009、190頁）。

また、「組立型工業化」を唱える服部民夫も、

たとえ韓国が先進諸国と同じ産業を持つように

なったとしても、その生産活動の内実は、技術・

技能の取り込まれた資本財・中間財を先進諸国

から輸入し、それらに依拠して最終財を組み立

てるという後発諸国に典型的なものであるとし、

そこでは新しい商品を開発するのに必要な熟練

（技術・技能）の蓄積が等閑視されたと評価し

た（服部2007、52-53頁）。

1)本稿は、熊本大学の平成22年度若手研究者支援

制度インセンティブによる研究成果である。
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だが、韓国では工業化のスタート以来、一定

の生産経験が積み重ねられるとともに、近年に

いたっては、電機・電子、自動車、鉄鋼、造船

などの世界市場において韓国企業が目覚しい躍

進を遂げていることを踏まえると、ここで今一

度、韓国経済の発展のあり方を捉えなおしてみ

ることが必要なのではないだろうか。この際に

焦点となるのは、一つには、前述したような技

術能力の評価に関わる問題であろう。

この問題を検討するにあたって、次の 2つの

側面を観察することが必要となる。一つは、企

業レベルでの製品・技術の開発能力の形成であ

る。すなわち、韓国企業ではいまだに先進諸国

で開発された製品・技術を模倣しているか、あ

るいは先進諸国にも存在しない新製品・新技術

を自ら開発しているかを検証することである。

この点に関して、筆者はすでに、半導体産業に

おけるサムスン電子の事例を対象とし、同社が

1990年代末以降、先端技術分野における技術革

新の担い手になったことを明らかにするととも

に、これを可能にした諸要因についても考察を

行った（吉岡2010)。ただし、産業発展は個別

企業の活動によってのみ達成されるものではな

く、関連・支援企業をはじめとする多様な主体

との相互作用の結果として実現する。ここから

すると、産業発展の原動力としての技術能力の

間題を考える際には、もう一つの側面として、

部材・機械類の供給企業の開発•生産能力をは

じめとする産業基盤の問題についても立ち入っ

て検討してみなければならない凡

2)半導体産業の場合、次世代製品の開発に必要な

製造装置・材料の開発は基本的に、半導体企業に

よって主導されてきた (Rippel1988)。とはいえ、

製造装置の共同開発の過程で製造装置企業のエン

ジニアからも技術的なアイデアが出されることを

考慮すると、半導体の開発は製造装置・材料企業

に負うところが少なくないといえる。

とくに後者の点を明らかにすることは、次の

ような意義がある。先述のとおり、国内の産業

基盤形成をともなわない発展は、韓国をはじめ

とする第二次大戦後の後発諸国に固有のパター

ンであると特徴づけられてきた。そして、この

ような発展パターンのもとでは、技術の模倣を

通じた先進国への追いつきは可能であるとして

も、革新的な技術を独自に開発するまでにはい

たらないとも考えられてきた。しかし、一定の

範囲内であれ、韓国企業によっても技術革新が

遂行されるようになったとすれば、このことか

ら、次のような間いが導き出される。すなわち、

韓国では、革新能力の保有ともかかわって、持

続的発展を追求する過程で産業基盤が拡充され

る方向に向かいつつあるか、それとも、今日の

「グローバル化」の流れのなかで、海外の産業

基盤に依拠するという後発諸国に特有の性格は

基本的に維持されているか、という問いである。

韓国において国内外の基盤がどのような形で結

びついて産業発展に結実しているかを見極める

ことは、韓国の経済発展の特質を明らかにする

のはもちろんのこと、現代の「後発工業化」の

あり方を再検討するうえでも不可欠の課題であ

ると考える。

本稿の目的は、以上の課題を解明するのに先

立って、韓国の産業基盤形成に関する先行研究

を整理・検討することにある。産業基盤とは、

さしあたり、生産活動を下支えする物的・人的

要素の蓄積とすると、そこには、関連・支援産

業の形成•発展、技術者の育成・供給、物的イ

ンフラの整備、およびこれらを支える制度・組

織の構築など、様々な問題領域が含まれてく

る3)。本稿では、まず関連・支援産業に焦点を

3)韓国の産業基盤形成の問題と関わって、韓国の

経済発展と技術者の養成・供給を関連づけて考察

した研究として、安倍 (2010)が挙げられる。
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絞り、この問題と関連して、中小企業論、下請

（サプライヤー）システム論、クラスター・産

業集積論を中心に先行研究を渉猟してみたい。

なお、産業基盤のあり方は、個々の産業・製品

の特徴に応じて異なるものと考えられる。ここ

では、韓国のリーデイング産業であり、「グロー

バル化」の影響をもっとも受けてきた電機・電

子産業の研究に対象を絞り、その研究の到達点

と残された課題を探ることとしたい。

第 1節 調達・供給をめぐる企業間分業構

造：下請系列化4)

冒頭で述べたように、電機・電子をはじめと

する韓国の主要産業では、最終組立や資本集約

型製品の生産に特化し、それに必要な部材・機

械類の大半を主に日本から輸入することで、輸

出市場で急成長することができた。この反面、

韓国国内の組立企業と部材・機械類の供給企業

との連関関係は極めて希薄なものとなり、後者

の発展が大きく立ち遅れることとなった。この

問題は、組立生産を担う財閥系大企業と部材・

機械類を供給する中小企業との発展の格差となっ

て現れた。工業化の初期における韓国国内の調

4)下請とは、「製造業者、加工業者、販売業者また

は修理業者が、物品、部品、半製品、付属品およ

び原料の製造、加工または修理を中小業者に委託

し、これを委託された中小業者は専門的に物品を

製造する相互分業的な協力関係を成す形態」（「中

小企業系列化促進法」の第 2条 1項）の取引であ

り、端的には発注企業と受注企業との間で成立し

ている注文生産取引を指す（洪1993、8-9頁）。洪

(1993)の定義によると、下請取引は、販売業者が

下請企業に完成品の製造を委託するケースと、製

造業者が下請企業に原料・部品・半製品などの製

造を委託するケースに大別されるが、後者のうち

長期安定的な取引関係が成立しており、なおかつ

技術や情報伝達などの面で緊密な協力関係が結ば

れている場合を下請系列化と呼ぶ（洪1993、9頁）。

達・供給体制は、もっぱらこのような「二重構

造」の面から捉えられた（朴1993、3頁、崖2006、

46-47頁）。

ところが、 1980年代以降、重化学工業化の本

格的な進展によって対外（対日）貿易赤字が膨

張したことに加えて、 1985年のプラザ合意後の

円高で日本からの調達コストが上昇したことか

ら、韓国政府および韓国企業のいずれも、部材・

機械類の国産化をいっそう迫られるようになっ

た（深川1989、27-28頁、水野・八幡1992、6-7

頁、 17頁）。こうして大企業における組立生産

の競争力の維持という観点から、部材・機械類

を供給する韓国国内の中小企業との連携が模索

されることとなった。

このような状況のなかで、韓国国内の調達・

供給をめぐる企業間分業構造がどのように形成・

深化したかを、電機・電子企業の部品調達活動

に踏み込んで明らかにした研究には、手・洪

(1989)、小池 (1990)、八幡 (1991)、水野・八

幡 (1992)、パクソンジャ (1993)、古川・辛

(2000) がある工いずれも、日本的な下請・

系列関係すなわち階層的な企業間分業構造と長

期継続的な取引関係が韓国の電機・電子産業に

おいてどの程度受容されているかという観点か

ら、韓国の企業間分業構造の実態を捉えようと

した。

小池(1990)、八幡(1991)、水野・八幡(1992)6)

は、下請企業協議会（以下、協力会）を組織

する大手企業の家電部門の調査を通じて、韓国

5) 1970年代までのテレビ分野の部品下請化の実態

を分析した研究として、花房 (1983)が挙げられ

る。そこでは、 1970年代半ば以降、韓国製テレビ

に使用される部品の国産化が急速に進んだものの、

主要部品に用いられる重要な原資材の大半は海外

から調達していたこと、テレビの組立企業の部品

調達方式は特定の下請けとの長期・固定的な取引

よりも市場を通じた部品の購入が一般的であった

こと、などが明らかにされた。
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の電機・電子産業では1980年代以降、日本のよ

うな長期安定的な取引を前提とする下請・系列

関係が本格的に構築され始めたことを明らかに

した 7)。そのうえで、彼らは、企業間分業構造

の特徴を把握するべく、組立企業が部品企業に

おける技術蓄積と競争をどのように両立させ促

進したか、韓国の下請・系列関係は日本のそれ

とどのように異なっているか、という問題を検

討した。

部品企業の技術蓄積と競争に関して、小池

(1990) は、組立企業が継続的な取引関係を通

じて協力企業の技術水準の向上を図ろうとした

こと八価値分析 (VA) と価値工学 (VE) を

利用した改善提案報酬制の導入や日本製品との

比較に基づく部品単価の設定によって、生産性

の向上を動機づけながら協力企業間の競争を促

6) これらの研究は、調査対象企業の概要から、い

ずれも同一企業を事例としているものと思われる。

この調査が実施された時期は、 1989年である。

7)彼らによると、この理由は、一つには、円高や

生産ロットサイズの減少および製品寿命の短期化

という国際市場の環境変化に対処するため、組立

企業が部品企業との協力関係を深めることで、よ

りフレキシブルな生産体制を築こうとしたからで

あった（八幡1991、65頁、水野・八幡1992、30-31

頁）。また、日本のような下請・系列取引をなかば

強制的に構築しようとした韓国政府の政策 (1975

年に制定された「中小企業系列化促進法」や同年

に改正された「中小企業事業調整法」）も、下請系

列化を後押ししたもう一つの理由として挙げられ

た（水野・八幡1992、x頁、 7-11頁）。ただし、韓

国政府の政策と韓国企業の下請系列化の因果関係

に関しては、疑問を呈する見解もある（谷浦1987、

214頁）。

8)組立企業は同種の部品が市場で調達できる場合

でも、協力会社からの調達を優先させ、 3~4ヶ月

前に自らの生産計画を協力会社に提示したが、こ

のことは協力会社の生産水準の安定化のみならず

技術改良を促す効果もあったという。また、組立

企業が自社の品質管理士を協力会社の製造工場に

派遣したり、組立企業が一部資金援助をして協力

会社の従業員の研修を行ったりする過程で、組立

企業から協力会社に技術情報が伝達された。

したこと、を指摘した。

このような韓国の電機・電子産業の企業間分

業構造を踏まえて、八幡 (1991) は、その目指

す方向は日本型の外注・購買管理体制であると

しながらも、日本型モデルと韓国のそれとは細

部でば性質を異にすると評価した。例えば、韓

国の場合、日本とは逆のパターンで、すなわち

自発的に開業した部品企業を集める形で協力会

が組織されたため、組立企業と部品企業との取

引関係がかなりドライであったという。

取引関係の専属性という点に関しては、韓国

の家電産業における下請取引の実態を調査した

手・洪 (1989) も、韓国では長期継続的な下請

関係が形成されているものの、特定の親企業と

専属的に取引する下請企業は一部にとどまって

おり、その多くが複数企業と取引している事実

を明らかにした。彼らによると、その主な理由

は、親企業が下請企業による複数企業への供給

を認めることによって、下請企業の専門化と技

術水準の向上を促し、ひいては自らの輸出競争

力を強化しようとしたからであった。
サムスン

同様に、三星電子など韓国の主要企業の下請

管理を調査した古川・辛 (2000) も、韓国の組

立大企業が中小企業の自立・独立を前提に下請

管理を行おうとしているとして、韓国では、ア

メリカ型の市場取引関係と日本型の閉鎖的な企

業間取引関係の中間的な取引関係の構築が目指

されていると見なした。

また、日本の下請・系列関係との相違は、分

業構造の階層性の面でも表れた。この点につい

て、パクソンジャ (1993) は、下請系列化に

よって韓国国内の組立企業と部品企業との間で

分業関係が深化したとしながらも、下請けの連

関形成が2次下請けまで及んでいなかったこと、

および部品企業の間では少数の大企業（主に組

立企業の系列会社）と多数の零細企業の二極分
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化が進み、専門技術を持つ中堅企業の存在が極

めて希薄であったことを理由に、そこに日本の

ような重層的な分業関係の確立を認めるのは難

しいと論じた。

以上の先行研究で明らかにされたように、韓

国の電機・電子産業では、先進諸国への追いつ

き過程にあった1980年代半ばから、既に発展の

基盤が国内に形成されつつあったことは、経済

発展のパターンの問題と関連して注目に値する。

ただし、これらの先行研究では、韓国の電機・

電子産業の企業間分業構造を解明するにあたっ

て、日本の下請システム研究の論点や手法が援

用されたこともあり、分析の範囲がおのずと韓

国国内の取引関係に限定されており、換言する

と、それまで韓国の産業発展を支えてきた日本

との関係が分析の埒外に置かれてしまっている。

さらに、韓国の下請システムの特徴を抽出する

ことに主眼があるため、韓国の電機・電子産業

の発展過程で国内の部材供給企業がどのような

役割を果たしたかという点について、必ずしも

十分には解明されていない。電機・電子産業の

分析を経済発展の問題に結びつけるには、韓国

国内に部材の調達・供給関係が形成される過程

で、日本との取引関係がどのように変容したか

という点を含めて、韓国の電機・電子産業にお

ける企業間関係の全体像を捉えることが肝要で

あろう。

また、これらの先行研究が対象とする時期は、

1980年代から1990年代半ばまでであるが、次の

ような状況の変化を考慮すると、それ以降の実

態の把握が不可欠である。

一つは、韓国国内の経済環境の変化である。

鄭 (2002)が指摘するように、 1990年代からの

賃金上昇および1997年に起こった IMF経済危

機後の構造調整により、財閥系大企業は外形的

な成長の追求から付加価値を高める方向へと経

営目標を転換するよう迫られた（鄭2002、117-

118頁）。このことは、それまでのもっぱら調達

コストの節減を目的とした下請取引の活用が限

界に達したことを示唆するものであった（鄭

2002、117頁）。

もう一つは、日本企業の部品調達体制の変化

である。韓国企業が部品調達体制を構築するう

えで指針とされた日本でも、 1990年代以降、長

期不況と企業活動の国際展開にともない、一部

では、従来のような下請関係を利用した国内完

結型の部品調達からグローバル調達へと切り替

わりつつあることが指摘されている（植田2004、

第 4章）。それとともに、 2000年代に入ると、

電機・電子産業における多くの製品分野で、韓

国企業の急成長とは対照的に、日本企業の業績

の低迷が顕著になっていることも、周知のとお

りである。

とくに後者の点は、次のような意味において

重要である。 1990年代初めまでは、日本企業の

競争力の源として下請・系列関係が注目を浴び

ていたことを前提に、韓国の部品調達体制の現

状と間題点を把握するうえで、あるいは韓国の

産業・企業の進むべき方向を探るうえで、日本

の下請・系列関係のあり方に評価の基準を求め

ることは妥当であったといえる。しかしながら、

上述の変化を鑑みると、このような先行研究の

拠って立つ議論の前提が成立しなくなっている

ように見える。

これらの諸点を踏まえると、経済的成果の問

題を視野に収めながら、 1990年代末以降、韓国

と日本において各々、調達・供給をめぐる企業

間関係がどのように変化したかを明らかにする

作業が必要であるといえよう。また、この際、

先行研究で分析の対象とされた家電部門のみな

らず、 1990年代以降、韓国の電機・電子産業ひ
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いては経済全体のリーデイング・セクターとなっ

た半導体・デイスプレイ部門や情報通信部門の

分析を欠くことはできないだろう。

第2節 技術革新をめぐる企業間関係：ク

ラスター・産業集積 9)

韓国では1990年代以降、とりわけ1997年に

IMF経済危機が生じて以来、技術革新に主導

される経済構造への転換が、持続的な経済成長

を達成するための喫緊の課題として浮上した。

こうして2000年代に入ると、韓国でも技術革新

やそのための知識創造をめぐる研究が盛んに行

われるようになった。このような潮流のなかで

関連・支援産業の育成•発展の観点から注目さ

れるのは、クラスター・産業集積に関する研究

である。

クラスターとは、国の経済成長の源泉である

技術革新の原動力を、その担い手である個別企

業の能力だけではなく、関連企業や研究機関な

どを含めた、特定の地理的範囲に隣接する経済

主体間の集合体やその相互関係から説明しよう

とする枠組みである叫この視点は、生産性の

向上や技術革新における立地の影響力に着目す

るとともに、分析の範囲が既存の産業間にまた

9)類似の概念として、韓国では「地域革新体制」

(regional innovation system) という用語も多用さ

れている。そもそもイノベーション・システムと

は、企業を絶えざる学習と知識創出の担い手とし

て認識し、企業間の相互作用あるいは企業とそれ

を取り巻く環境的条件との相互作用を通じて技術

革新が成し遂げられると考える進化経済学に由来

する概念であり （山本2005、198-203頁）、戦略論
を源流とするクラスターとは異なるものと把握さ

れる。ただし、韓国では、ほとんどの場合、両者

が厳密に区別されることなく使用されている。本

稿では、韓国における「地域革新体制」の議論に

も目配りしつつ、用語としてはクラスターで統一

することとする。

がり関連機関にまで及ぶという点で、階層的な

産業内分業によって特徴づけられる下請系列化

とは区別される。

世界的には1980年代から用いられてきたクラ

スターという概念は、韓国では2000年代半ばの

慮武舷政権の登場をきっかけに本格的な注目を

集めるようになった。それは、慮武絃政権が

「国家均衡発展」を重要な国政課題に掲げ、こ

れを実現するための手段として、地域（地方）毎

に「革新クラスター」 (innovativecluster) を

構築し、地域戦略産業を育成しようとしたから

である（イヨンスク2003、141-142頁、参与政

府国政ブリーフィング特別企画チーム編2009、

217-219頁）11)。この背景には、 IMF経済危機後

に現れた「低成長のなかの両極化」12) 問題に対

処するべく、軍事政権のもとで確立された財閥

系大企業を中心とする成長モデルからの脱皮を

10)ポーターによると、クラスターとは、「特定分野

における関連企業、専門性の高い供給業者、サー

ビス提供者、関連業界に属する企業、関連機関

（大学、規格団体、業界団体など）が地理的に集中

し、競争しつつ同時に協力している状態」と定義

される（ポーター1999、67頁、 Porter2000, p.15)。

11)クラスターという概念は、韓国国内では1990年

代末の時点で既に経済地理学者などによって紹介

されていたが、「国家均衡発展」の実現に向けた様々

なプロジェクトが推進されるようになってから、

注目を浴びるようになった。「国家均衡発展」とは、

首都圏への集中と地方の停滞をもたらした中央集

権・一極集中型の発展モデルから脱し、地方分権

に基づく分散型の発展モデルヘの転換を図ること

を通じて、国の競争力の強化と国民統合を同時に

達成しようとしたものである（国家均衡発展委員

会2003、6頁）。
12)韓国では一般的に、経済格差が拡大する現象を

「両極化」と呼ぶ。「両極化」は、大企業（輸出向

け生産の担い手）と中小企業（内需向け生産の担

い手）や、正規労働者と非正規労働者などの次元

で捉えられた。大企業と中小企業の格差は、売上

高成長率、収益性、平均賃金などの指標や、潜在

的な成長能力を示す研究開発投資額や研究スタッ

フ数の面から把握された。
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図ろうとした慮武絃政権の政策方針が指摘でき

る叫

韓国の電機・電子産業のなかでは、主にデイ

スプレイ・半導体分野を中心に、クラスターに

立脚した研究が行われてきた。

ュンジニョほか (2007) は、韓国と台湾の

比較を通じて、それぞれの液晶デイスプレイ

(LCD) クラスターの成功要因と発展段階を明

らかにしようとした。彼らによると、 2006年現
アサン タンジョン

在、忠清南道牙山市・湯井郡の周辺には101社

に及ぶ LCD関連企業が集積していたが14）、こ

のクラスターは当該地域に LCDの生産拠点を

置いたサムスン電子の事業戦略に主導される形

で形成された。さらに、サムスン電子の LCD

分野の技術開発が外部に閉じた形で行われてい

ることから、産官学の連携が緊密な台湾（台南）

のLCDクラスターに比べると、サムスン電子

に牽引される牙山・湯井地域の LCDクラスター

は閉鎖的な特徴を持っていたという。

サムスン電子と並ぶ韓国の代表的な LCD企

業である LGデイスプレイ（旧 LGフィリップ

スLCD) を取り巻<LCDクラスターを事例と

する研究には、イヨンスク・ホイネ (2009)

が挙げられる。彼らの研究は、 80社の LCD関
パジュ

連企業が入居する京畿道披州市の LCD産業集

積地の造成が、既存のクラスター研究によって

13) 2003年に発足した慮武絃政権は、「低成長のなか

の両極化」現象の原因を、英米型の市場経済モデ

ルの構築を追求しようとした IMF経済危機後の構

造調整の過程で、韓国型の発展国家モデル（いわ

ゆる「朴正熙モデル」）が解体された結果、「輸出

拡大→投資・雇用増加→消費増加」の好循環を生

み出す連鎖が弱まったことに求めるとともに、こ

のような認識のもと、「朴正熙モデル」に代わる新

しい韓国型成長モデルの構築を政策目標に掲げた

（参与政府国政ブリーフィング特別企画チーム編

2009、12-25頁）。

14) これは韓国国内の LCD関連企業400社のうち25

％に相当した（ユンジニョほか2007、255頁）。

強調されるような行為者間の信頼・協力関係の

産物であるというよりも、むしろ異なる利害を

持った行為者（具体的には LGデイスプレイと

中央政府と地方政府）間の調整過程の帰結であ

ることを主張しようとしたものである。したがっ

て、ここでは、 LCD産業集積地の形成の局面

に焦点を当て、これに関わった主な行為者が各々

どのような利害関係のもとで、どのような役割

を担ったかという政治的過程の分析に力点が置

かれたため、当該地域に立地する企業間でどの

ような関係が構築され、それがどのような経済

的成果をもたらしたかという問題については、

掘り下げられていない。

他方、半導体を事例とする研究には、カン

ヒョンス (2005)がある。彼は、韓国のクラス

ター研究では、産・学連携や産・官連携を強調

するあまり、クラスターの中核をなす企業間関

係が看過されているとの問題認識のもと、韓国

経済を主導するサムスン電子の半導体事業を事

例に取り上げ、サムスン電子と協力企業との連

関関係の分析を通じて、半導体クラスターの実

態を把握しようとした。彼は、 2004年現在、サ

ムスン電子の半導体事業部には563社の第 1次

協力会社があり 15)、そのほとんどはサムスン電
チョナン

子の工場に隣接する首都圏南部と天安市・牙山

市に集積したことを確認するとともに、協力会

社で遂行される技術革新の内実は、サムスン電

子から要求される持続的な納品単価の引下げに

対応するための工程革新にとどまっていたこと

を指摘した。

また、必ずしもクラスターの枠組みに依拠し

たものではないが、以上の諸研究と類似の問題

関心を持つものとして、イチョル (2001)

15) このうちサムスン電子の下請企業協議会（「協星

会」）に所属していたのは、 34社であった（カン

ヒョンス2005、229頁、 231頁）。
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がある。彼は、 LG電子のデイスプレイ事業本

部16)を事例として、その取引関係の空間的特性

を把握し、それが技術革新と学習にどのような

影響を及ぽしているかという問題に取り組んだ。

そこでは、 LG電子のデイスプレイ事業本部の

協力企業に関する名簿をもとに、 400社以上に

も及ぶ協力企業の多くが亀尾市と首都圏に集中

して立地するとともに、完成品を生産するモニ

タ事業部とテレビ事業部の場合、それぞれの協

力企業のうち半数以上と10年以上にわたって取

引を継続している事実が確認された。さらに、

LG電子のデイスプレイ事業本部では、 IMF経

済危機後に協力企業を選別して調達部品の専門

化を進めたこと、協力企業の革新能力の向上と

競争力の強化を目的に「技術委員会」を設置し、

LG電子と協力企業との間および協力企業間で

技術開発のための相互学習が図られてきたこと、

が明らかにされた。

以上の先行研究では、リーデイング・セクター

である半導体・デイスプレイ分野においても、

主要な大企業の周辺に多数の関連・支援企業が

存在している興味深い事実が示された。ただし、

韓国の経済発展の問題に照らしてみると、関連・

支援産業の集積の内実、すなわちそれは外資系

企業の進出によるものか、あるいは地場企業の

勃興によるものかを吟味することが重要である

が、これらの研究では、イヨンスク・ホイネ

(2009)を除いて、関連・支援企業の属性や各々

の役割に関する詳細は明らかになっていない叫

さらに、ほとんどの場合、大企業の周辺に関連・

支援企業が集中している事実やその基本的な特

16)デイスプレイ事業本部は、 DF事業部（フライバッ

クトランスや偏向ヨークの生産）、電子管事業部

（ブラウン管の生産）、モニタ事業部、テレビ事業

部から構成される。

徴を把握するにとどまっており、企業の競争力

を支えるクラスターとしての強みはどこにあり、

それが何によって生み出されており、そして、

クラスターの形成を通じてどのような経済的成

果が得られたかという点に関しては、試論の域

にとどまっているか、ほとんど議論の俎上に載

せられていない。

他方、クラスターという概念によって韓国の

電機・電子産業を考察することが果たして適切

かどうかという点に関しても、検討の余地があ

るように思われる。そもそもクラスターとは、

「グローバル化」のなかにあっても、国内のロー

カルな要素に生産性の向上や技術革新の要因を

求める枠組みである。これに対して、ホンジャ

ンピョ (2006) は、韓国の東南（釜山、蔚山、

慶南）地方を対象に地域的な要素が技術革新に

及ぽす効果を実証分析18)した結果、この地域の

製造業企業による製品の改善や工程革新を促し

たのは、地域内の局地的な企業間取引よりも、

特定の地域を越えた広域の取引関係であったと

して、クラスターにおける内生的な革新能力の

蓄積に疑問を呈した。また、韓国の半導体クラ

スターを調査した平田 (2008) も、サムスン電

子やハイニックス半導体がその本拠地の周辺に

位置する関連企業と意識的に取引を行っている

わけではないと指摘した（平田2008、103頁）。

17)イヨンスク・ホイネ (2009)の調査によると、

披州地域の LCDクラスターの事例では、 2008年現

在、 LGデイスプレイの他に、 3社の協力企業、 4社

の系列企業、 2社の外資系企業、 71社の韓国企業が

立地しており（イヨンスク・ホイネ2009、179頁）、

韓国企業を中心にクラスターが形成されているこ

とがうかがえる。

18)彼の研究は、東南地域に拠点を置く 492社から回

収した質問調査に基づくものである。対象業種は、

機械設備、自動車・トレイラー、第 1次金属、組

立金属、石湘化学などの比率が高いが、コンピュー

タ・電機・電子や IT関連業も含まれている。
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そうだとすれば、韓国の電機・電子産業の分析

に際しては、国境を越えた企業間の相互作用と

局地的な企業間の相互作用を架橋して統一的に

把握する視点が不可欠なのであり、したがって、

特定の地理的範囲に限定されるクラスターとい

う枠組みが分析の道具としてどの程度有効であ

るかという点については、再考する必要がある

だろう。

第 3節 大企業と中小企業の新たな協力関

係の模索：「相生協力」

2000年代には、世界市場における韓国系大企

業の競争力が飛躍的に高まる一方、韓国国内に

おける大企業と中小企業との経済的格差がます

ます広がっていったことは、前節で指摘したと

おりである。韓国では、これらの問題に対処す

るには、大企業と中小企業との取引関係を改善

し、低廉な部材の供給源とされてきた中小の下

請企業の技術能力を、大企業との共同研究開発

が行えるレベルまで向上させなければならない

とされた（産業資源部2005、チュヒョン2005、

17-18頁）。こうしたことから、大企業と中小企

業の協力関係の深化が求められるようになり、

2000年代半ばに「相生（もl-入])協力」という新

しい用語が登場するにいたった。

大企業と中小企業の協力関係それ自体は、

1980年代から重要性が強調されてきたことであ

る。それが2000年代になって「相生協力」とい

う形で捉えなおされたのは、前述したように、

慮武絃政権が新しい成長モデルを模索しようと

したことと密接に関わっている。そもそも「相

生協力」という呼称が一般的に用いられるよう

になったのも、 2005年 5月に産業資源部が発表

した「大・中小企業相生協力強化方案」に端を

発する（産業資源部2005)19) 0 

このような政策の動きに呼応するように、学

界でも、大企業と中小企業の「相生協力」に着

目した研究が現れてきた。例えば、大企業と中

小企業の協力形態を類型化し、それぞれの協力

のあり方が中小企業の技術革新の成果にどのよ

うな影響を及ぽすかを検証したイジャンウ・

カンヨンウン (2006) や、保有する能力や大

企業との協力関係の特性に従って、中小企業を

L型（多数価格競争型）、 A型（少数技術競争

型）、 J型（指名発注型）に区分し、それぞれ

の特性を実証的に分析したキムギチャンほか

(2006、2007) や、大企業と中小企業の協力関

係のなかでも影響力の大きい新製品・新技術の

共同開発の事例を取り上げ、それがどのように

深化してゆくかをモデル化したペジョンテ・

キムジュンヒョン (2007)などが挙げられる。

以上のような「相生協力」に関する研究は、

おおむね大企業と中小企業の協力関係を類型化

し、その成功要因を提示することによって、協

力関係の重要性やその深化の必要性それ自体を

主張しようとしたものである。それゆえ、大企

業と中小企業の協力関係に見られる一般的な特

徴を抽出することに目的があり、韓国における

大企業と中小企業の協力関係の実状やその特質

を浮かび上がらせることについては、ほとんど

関心が払われていない。また、「相生協力」政

策が実施されてから間もない時点での研究とい

うこともあって、この政策が実際、大企業と中

19) この方案は、 2004年 7月に政府が発表した「中

小企業競争力強化総合対策」を体系化したものと

位置づけられる（チュヒョン2007、5-6頁）。その

後も、 2006年には「大・中小企業相生協力促進に

関する法律」の制定とともに、国務総理を委員長

とする官民共同の「大・中小企業相生協力委員会」

や、産業資源部長官を委員長とする「相生協力実

務委員会」の開催をはじめとして、矢継ぎ早に様々

な取り組みが実施された。

-29 -



The Journal of Korean Economic Studies 2011, Vol.10 

小企業の協力関係にどのような影響を及ぽした

かという政策効果の分析もなされていない。

ここで韓国の経済発展の問題に立ち返ってみ

ると、そこでは、工業化過程における政府の役

割が主要な論点のひとつであった。言うまでも

なく、 1970年代までの韓国はこの典型例であっ

た。その後、政府の手厚い支援をほとんど受け

ることなく民間企業の独自の力で発展した半導

体産業が例証するように、かつてのような特定

産業を振興するための政府の介入的政策が役割

を終えたことは、多くの論者が指摘するとおり

である。とはいえ、先進国への一定程度の追い

つきを果たした今日でも、発展から相対的に取

り残された中小企業の育成・振興という面で、

依然として政府の重要な役割を見出すことがで

きる 20)。その意味で、韓国の産業基盤形成の分

析を通じて経済発展のあり方を捉えなおすには、

大企業と中小企業の協力関係を深化させるため

の現行の政策内容を吟味し、果たしてどの程度

の効果が発揮されたかという点に関する評価が

求められているといえよう。

おわりに

本稿では、産業基盤形成の側面から韓国経済

の発展のあり方を再考する手始めに、電機・電

子産業を事例として、その関連・支援産業の形

成•発展に関する先行研究を整理・検討した。

韓国の関連・支援産業に関する研究は、管見

の及ぶ限り、十分に蓄積されているとはいいが

20) 2008年に発足した李明博政権でも近年、「大企業

と中小企業の協力成長」を提唱するようになった。

なお、中小企業育成政策は1970年代以来、政策目

標の一つに掲げられてきたが、 1990年代までは成

長戦略が経済政策の中軸に据えられたため、結局、

周辺的な位置づけに過ぎなかった（キムリュンヒ

2007、18-19頁）。

たく、このうち多くは自動車産業を対象とする

ものであった。電機・電子産業の研究蓄積が極

めて少ないことからすると、本稿で取り上げた

研究は貴重な先駆的業績をなすものである。ま

た、これらの研究では、断片的な情報であると

はいえ、先端技術が必要な半導体・デイスプレ

イ分野においても、大企業と取引関係のある多

数の関連・支援企業が韓国国内に存在している

ことがうかがえた。このことは、韓国の産業発

展に固有の性格とされてきた産業基盤の海外依

存という見方に一定の修正を迫る可能性を示唆

している。

ただし、この点を解明するには、いくつか解

決されなければならない重要な課題が残されて

いる。先行研究の場合、下請システムやクラス

ターという一国レベルの視角に立脚して分析が

行われたため、海外との取引関係は看過されて

いる。だが、韓国の工業化では、日本が主要な

部材・機械類の供給源に位置づけられてきたこ

とを踏まえると、韓国国内に関連・支援産業が

形成される過程で、日本との取引関係がどのよ

うに変容したかという点が明らかにされる必要

があるだろう。また、この問題が不明瞭である

がゆえに、韓国国内の関連・支援企業がどのよ

うな役割を担ってきたかという点についても、

必ずしも十分な理解には達していない。さらに、

韓国国内の大企業と関連・支援企業との連関関

係の構築・深化に対して、政府の政策がどの程

度の影響を及ぼしたかという点に関する評価も、

課題の一つである。

もっとも、関連・支援産業を考察しようとす

る場合、調査対象が広範にわたり、これに資料

上の制約という事情も重なって、事実関係の把

握それ自体、いまだ緒に就いたばかりといえる。

今後の研究を通じて、丹念に事実を調査すると

ともに、以上の課題に関して分析を深めてゆき
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たい。
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